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■事業報告 
業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要 

 
（１）監査委員会の職務の執行のため、監査委員の職務を補助する専属の使用人を配置するなど独立性を担保するとともに、

監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処理についての社内規程を定め、適切に処理しています。 
 また、監査委員会への報告に関する体制を整備し、内部統制部門より当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告
するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。 
 さらに、監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役並びに当社事業所及び子会社幹部へのヒアリング等の
調査を実施するとともに、会計監査人及び監査担当執行役から定期的な報告を受け、監査の方針・方法、実施状況及び結果
等の協議を行っています。 
項目 決議事項 運用状況 

監査委員会の
職務の執行の
た め 必 要 な
も の と し て
法 務 省 令 で
定める事項 

・ 監査委員会の職務を補助する専属の使用人
を配置する。 

・ 人事部長は、監査委員会の職務を補助する
専属の使用人の人事考課及び人事異動
に際して、監査委員と協議する。 

・ 当社及び子会社に関する情報を、当社内部
統制部門を通じて監査委員会に報告する
ための体制を定める。 

・ 当社及び子会社に関する情報を監査委員会
に報告した者を保護する社内規程・体制
を定める｡ 

・ 監査委員の職務の執行に際して生ずる
費用又は債務の処理に関する社内規程を
定める。 

・ その他監査委員会の監査に関わる以下の
体制を定める。 
-当社及び子会社の調査を実施する。 
-会計監査人及び監査担当執行役との定期
的な報告会等を通じ、監査の方針・方法、
実施状況及び結果等を協議する。

・監査委員会の職務を補助する専属の使用人を配置し、監査
委員会の職務を補助している。 

・ 人事部長は、監査委員会の職務を補助する専属の使用人の
人事考課及び人事異動に際して、監査委員と協議している。

・ 情報の種類に応じた報告体制を定め、内部統制部門より
当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告している。

・ 内部監査結果について、内部監査人より監査担当執行役を
通じ監査委員会に定期的に報告している。 

・ 内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告
している。 

・ 当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告した者を
保護する社内規程・体制を定め、周知徹底している。 

・ 監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処理
について社内規程を定め、適切に処理している。 

・ 監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役並び
に当社事業所及び子会社幹部へのヒアリング等の調査を実施
している。 

・ 監査委員会は、会計監査人及び監査担当執行役から定期的に
報告を受け、意見交換等を行い、監査の方針・方法、実施状況
及び結果等を協議している。 

 
（２）三菱電機グループの業務の適正を確保するために必要な社内規程・体制等を定めるとともに、当該体制については、

各執行役が自己の分掌範囲について責任を持って構築し、重要事項については執行役会議を開催して審議を行っています。 
 また、運用状況については各執行役が自ら定期的に点検し、内部統制部門が内部統制体制、規程等の整備・運用状況等の
点検を実施するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。 
 さらに、当該体制の運用状況について、内部監査人が監査を行い、監査担当執行役を通じ、監査の結果を定期的に監査委員会に
報告しています。 
項目 決議事項 運用状況 

執行役の職務
の執行が法令
及 び 定 款 に
適合すること
を 確 保 す る
ための体制 

執行役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための社内規程を
定める。 
その運用状況は、内部監査人が監査を行う。

・執行役の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための社内
規程を定め、これらに基づき職務執行
を行っている｡ 

・ 全執行役を対象に定期的にコンプライ
アンス教育を実施するとともに、法改正
や社会動向を踏まえた執行役としての
留意事項を提供している。

 三菱電機グループ
に お け る 業 務 の
適正を確保するため
の体制については、
各執行役が自己の
分掌範囲について
責任を持って構築
し 、 運 用 状 況 に
ついて自ら定期的に
点検している。 
 また、内部統制
部 門 が 内 部 統 制
体 制 、規 程 等 の
整備・運用状況等の
点検を実施すると
ともに、内部通報
制度を整備し、その
内容について監査
委 員 に 報 告 し て
いる。 
 当該体制の運用
状況については、
内部監査人が監査
を行い、監査担当
執行役を通じ、監査
の結果を定期的に
監査委員会に報告
している。 

そ の 他 株 式
会 社 の 業 務
並 び に 当 該
株式会社及び
そ の 子 会 社
から成る企業
集団の業務の
適 正 を 確 保
す る た め に
必要なものと
して法務省令
で定める体制
の整備 

当社における業務の適正を確保するための
以下の体制を定める。 
・ 執行役の職務の執行に係る情報の保存
及び管理に関する社内規程を定める。 

・ 損失の危険の管理に関する体制は、各執行役
が自己の分掌範囲について責任を持って
構築する｡ 

・ 経営の効率性の確保は、各執行役が自己
の分掌範囲について責任を持って行う。

・ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための以下の体制
を定める。 
-倫理・遵法に関する社内規程及び行動規範
を制定する。 
-内部通報制度を実施する。 

・ 重要事項については、執行役会議で審議を
行う。 

・ 運用状況については、内部監査人が監査を
行う。 

・執行役の職務の執行に係る情報の保存
及び管理に関する社内規程を定め、
情報の保存及び管理を適切に行って
いる。 

・ 損失の危険の管理に関する体制は、
各執行役が自己の分掌範囲について
責任を持って構築するとともに、重要
事項については執行役会議を開催して
審議を行っている。 

・ 経営の効率性の確保は、各執行役が自己
の分掌範囲について責任を持って行う
とともに、重要事項については執行役
会議を開催して審議を行っている。 

・ 倫理・遵法に関する社内規程及び行動
規範を制定し、これらに基づき職務執行
を行っている｡ 

・ 使用人を対象に、定期的にコンプライ
アンスに関する各種の教育を実施して
いる。

三菱電機グループにおける業務の適正を
確保するための以下の体制を定める。 
・ 当社の各執行役は、自己の分掌範囲に
おける子会社を管理する。 

・ 三菱電機グループ共通の倫理・遵法に
関する行動規範を制定する。 

・ 横断的に三菱電機グループ会社の管理を
行う専門の組織を設置する。 

・ 三菱電機グループ会社の職務執行に係る
事項の報告、損失の危険の管理及び職務
執行の効率性確保に関する体制を構築する
とともに、管理基準を制定する。重要
事項については、当社の執行役会議で
審議・報告する。 

・ 内部監査人による子会社の定期的な監査
を実施する。

・各執行役が自己の分掌範囲における
子会社について責任を持って管理して
いる。 

・ 三菱電機グループ共通の倫理・遵法に
関する行動規範を制定し、周知徹底
している。 

・ 関係会社管理を行う専門の組織を設置
し、三菱電機グループ会社の横断的
な管理を行っている。 

・ 三菱電機グループにおける業務の適正
を確保するため、三菱電機グループ
会社の管理基準を定めるとともに、
三菱電機グループ会社の重要事項に
ついては執行役会議を開催して審議・
報告を行っている。 
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■連結計算書類

(単位：百万円）
株　主　資　本

資本金 資本剰余金 連結剰余金

その他の

包括利益

(△損失)

累計額

自己株式
株主資本

合計

２０１５年３月３１日現在残高 175,820 211,155 1,331,496 124,064 △332 1,842,203 87,964 1,930,167

包括利益

当社株主に帰属する当期純利益 － － 228,494 － － 228,494 － 228,494

非支配持分帰属損益 － － － － － － 12,936 12,936

為替換算調整額 － － － △63,112 － △63,112 △7,769 △70,881

年金負債調整額 － － － △86,123 － △86,123 △393 △86,516

有価証券未実現損益 － － － △25,510 － △25,510 12 △25,498

デリバティブ未実現損益 － － － △18 － △18 10 △8

当期包括利益 － － 228,494 △174,763 － 53,731 4,796 58,527

連結子会社の取得 － － － － － － 33,439 33,439

非支配持分との資本取引及びその他 － 844 － － － 844 △27,469 △26,625

当社株主への配当 － － △57,963 － － △57,963 － △57,963

自己株式の取得 － － － － △43 △43 － △43

自己株式の処分 － 0 － － 1 1 － 1

２０１６年３月３１日現在残高 175,820 211,999 1,502,027 △50,699 △374 1,838,773 98,730 1,937,503

その他の包括利益（△損失）

　（税効果控除後）

連　結　資　本　勘　定　計　算　書
（２０１５年４月 １日から　２０１６年３月３１日まで）

非支配持分
資本

合計科            目

2 



連結注記表  
１．重要な会計方針 
(1)連結計算書類の作成基準 

当社の連結計算書類は、会社計算規則第 120 条の 3 第 1 項の規定により、米国で一般に公正妥当
と認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しております。ただし、会社計算規
則第 120 条の 3 第 3 項において準用する同規則第 120 条第１項後段の規定に準拠して、米国において一
般に公正妥当と認められた会計基準により要請される記載及び注記の一部を省略しております。 
なお、当連結会計年度より連結計算書類において、従来の非支配持分控除前当期純利益を当期純利益に

名称変更しております。 
(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 
原材料及び製品……総平均法による低価法 
仕  掛  品……注文製品については個別法による低価法、仕込製品については総平均法による低価法 

(3)有価証券の評価基準及び評価方法 
売却可能有価証券…決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。)  
(4)有形固定資産の減価償却方法……主として定率法 
(5)引当金の計上基準 
貸倒引当金…………売掛債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。 

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の公正価値に基づき計上しております。 
過去勤務費用については、従業員の平均残存勤務年数で定額償却しております。 
年金数理計算上の純損失については、予測給付債務と年金資産の公正価値のいずれか
大きい方の10％を超える部分について、従業員の平均残存勤務年数で定額償却して
おります。 

(6)消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
２．貸倒引当金 16,317 百万円 
３．有形固定資産の減価償却累計額 2,069,838 百万円 
  また減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 
４．その他の包括利益(△損失)累計額には、為替換算調整額、年金負債調整額、有価証券未実現損益、デリバティブ

未実現損益が含まれております。 
５．偶発債務 
(1)保証債務 10,927 百万円 
(2)その他 

当社は、2007 年 1 月、ガス絶縁開閉装置の欧州での販売に関する EU競争法違反容疑について欧州
委員会からの決定通知を受領しました。当社は、この決定内容に当社の事実認識と異なる点があることから
欧州一般裁判所へ提訴しましたが、2011年 7月、欧州一般裁判所より、事実認識については欧州委員会
の決定を支持する一方、当社への課徴金について企業間の算定基準の違いを理由に無効とする旨の判決を
受領しました。当社は、2011 年 9 月、この判決内容に当社の事実認識と異なる点があることか
ら欧州司法裁判所へ上訴しました。また、2012年 6月、欧州委員会から課徴金の算定方法を見直した上
で改めて、当社として7,481万7千ユーロ(7,472百万円)及び株式会社東芝との連帯責任として465万ユー
ロ(464 百万円)の課徴金納付を命じる旨の再決定通知を受領し、2012年 9月、当社は、課徴金算定方法
の見直し(減額)を求めて、欧州一般裁判所へ提訴しました。当社は、2013 年 12 月、欧州司法裁判所よ
り、欧州委員会の事実認識を支持する内容の判決を受領し、2016年 1月、欧州一般裁判所より、欧州委
員会の再決定における課徴金算定方法を支持する旨の判決を受領しました。 
当社は、2011年 7月より、欧州における自動車用部品の販売について、欧州委員会から競争法関連の

調査・質問を受け対応しておりましたが、2016 年 1 月、欧州委員会より同法違反に関して、1 億 1,092
万 9 千ユーロ(14,617 百万円)の課徴金納付を命じる決定通知を受領しました。また、米国において
は、自動車用部品の販売に関する独占禁止法違反に関連し、民事訴訟が提起されておりますが、一部の
製品購入者とは既に和解に合意し和解金を支払っております。 
米国自動車用部品等の競争法事案については、今後発生する可能性のある損失の見積額を競争法等関連

費用引当金として、当連結会計年度末において 11,491 百万円計上しております。 
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６．金融商品 
(1)金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、短期的な預金等を中心に資金運用を行い、金融機関からの借入及び社債発行等により
資金を調達しております。また、調達した資金は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)に充
当しております。 
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、信用管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 
デリバティブ取引に関しては、外国為替相場及び金利変動の相場による市場リスクを回避する目的で

利用しており、実需の範囲で行うことにしております。 
有価証券及び投資等は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って

おります。 
(2)金融商品の時価等に関する事項 

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりで
あります。 

(単位：百万円) 

    連結貸借対照表
計上額*1 時価*1 差額 

① 長期売掛債権 4,661) 4,627) (34) 
② 
 
有価証券及び投資等

235,170) 235,170) －      売却可能有価証券 
③ 社債及び長期借入金*2 (342,166) (340,232) 1,934) 
④ デリバティブ取引*3 4,292) 4,292) －  
＊1 負債に計上しているものについては、( )で表示しております。 
＊2 1 年以内に期限の到来する額を含んでおります。 
＊3 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 
 
(注 1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金は、短期間で決済され
るため、それぞれの連結貸借対照表計上額は公正価値に近似しております。 
①長期売掛債権は、将来のキャッシュ・フローから見積割引率を用いて算定した現在価値に
よっております。 

②有価証券及び投資等は、市場価格に基づいて算定しております。 
③社債及び長期借入金は、借入ごとに将来のキャッシュ・フローから期末借入金利を用いて
算定した見積現在価値によるか、または市場価格に基づいて算定しております。 
④デリバティブ取引は、主に先物為替予約によるものであり、取引相手方または第三者から
入手した相場価格によっております。 

(注 2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
有価証券及び投資等のうち、非上場株式(連結貸借対照表計上額 15,738 百万円)は、市場価

格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、「②有価証券及び投資等 売却
可能有価証券」には含めておりません。 

７．日本において「地方税法等の一部を改正する等の法律(平成 28年法律第 13号)」及び「所得税法等の一部
を改正する法律(平成 28 年法律第 15 号)」が 2016 年 3 月に成立し、2016 年 4 月 1日以降開始する事
業年度に適用される法人税率等が引き下げられました。これに伴い、当社及び国内子会社は、当連結会計年
度末において、2016 年 4 月 1 日以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負
債の算定に適用する法定実効税率を見直しております。見直し前の法定実効税率約32.0%に対し、見直し後の
法定実効税率は、2016年 4月 1日以降2018年 3月 31日までは約31.0%、2018年 4月 1日以降は約
30.5%であります。 
当連結会計年度において、上記の法定実効税率の変更に伴い繰延税金資産及び繰延税金負債の評価替えに
係る税金費用 7,586 百万円を連結損益計算書の法人税等充当額に計上しております。 

８．１株当たり株主資本額 856 円 52銭 
基本的１株当たり当社株主に帰属する当期純利益  106 円 43銭 

９．企業結合 
当社は、2015年 12月 23日に、De’Longhi Industrial S.A.から、欧州市場における空調事業拡大を目

的として、イタリアの業務用空調事業会社であるMELCO Hydronics & IT Cooling S.p.A.(以下MEHIT
社、旧 DeLclima S.p.A.)の発行済株式の約 74.97%を 508 百万ユーロ(67,141 百万円)で取得しました。
これに伴い、MEHIT 社は当社の連結子会社となりました。また、当社は MEHIT 社の残り約 25.03%の
株式に対して公開買付けを行い、MEHIT 社は当社の完全子会社となっております。 
支配獲得日において取得した資産及び引き継いだ負債の公正価値は、無形固定資産 41,823 百万円、

のれん 58,034 百万円、その他資産 42,070 百万円、負債 41,347 百万円となっております。 
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■計算書類

(単位:百万円)

特別償却

準備金

圧縮記帳

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

2015年3月31日残高 175,820 181,140 180 43,955 1,277 8,435 120,000 254,366 △332 784,843 103,001 56

事業年度中の変動額

   特別償却準備金の取崩 △523 523 －

   圧縮記帳積立金の積立 260 △260 －

   別途積立金の積立 60,000 △60,000 －

   剰余金の配当 △57,963 △57,963

   当期純利益 163,829 163,829

   自己株式の取得 △42 △42

   自己株式の処分 0 0 1

   株主資本以外の項目の

   当期変動額（純額）
－ △23,452 △74

事業年度中の変動額合計 － － 0 － △523 260 60,000 46,128 △41 105,824 △23,452 △74

2016年3月31日残高 175,820 181,140 180 43,955 754 8,696 180,000 300,494 △374 890,668 79,549 △18

その他

有価証券

評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

評価・換算差額等

株主資本等変動計算書
（２０１５年４月 １日から　２０１６年３月３１日まで）

資本

準備金

利益

準備金

資本剰余金 利益剰余金

資本金 その他利益剰余金その他

資本

剰余金

自己株式
株主資本

合計

株主資本
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個別注記表  
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・原材料……総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 
により算定) 

仕 掛 品……個別生産によるものは個別法による原価法、その他は総平均法による原価法(貸借
対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
(2)その他有価証券 
・時価のあるもの……事業年度末の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し､売却原価は移動平均法により算定) 
・時価のないもの……移動平均法による原価法 

３．有形固定資産の減価償却の方法は、定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に
取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 
(1)貸 倒 引 当 金……受取手形・売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)製 品 保 証 引 当 金……製品のアフターサービスによる費用支出に備えるため、過去の実績を
基準として発生見込額を計上しております。 

(3)受注工事損失引当金……当事業年度において見込まれる未引渡工事の損失に備えるため、当該
見込額を引当計上しております。 

(4)退 職 給 付 引 当 金……社員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると
認められる額を計上しております。 

(5)海外投資等損失引当金……海外投資等に係る損失の発生に備えるため、投資先の財政状態等を斟酌
して今後発生する可能性のある損失見積額を引当計上しております。 

(6)役員退職慰労引当金……取締役及び執行役への退任慰労金支出に備えるため、内規を基礎として
算定された当事業年度末の見積額を引当計上しております。 

(7)競争法等関連費用引当金……競争法等関連費用として、今後発生する可能性のある損失見積額を引当
計上しております。 

５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
６．連結納税制度を適用しております。 
７．有形固定資産の減価償却累計額 1,461,360 百万円 
  なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。  
８．偶発債務 
(1)保証債務  4,580 百万円 
リコース条項付き売掛債権譲渡残高 2,338 百万円、社員(住宅資金融資) 2,151 百万円、 
その他 1件 90 百万円 

(2)その他 
当社は、2007 年 1 月、ガス絶縁開閉装置の欧州での販売に関する EU 競争法違反容疑について

欧州委員会からの決定通知を受領しました。当社は、この決定内容に当社の事実認識と異なる点がある
ことから欧州一般裁判所へ提訴しましたが、2011 年 7 月、欧州一般裁判所より、事実認識について
は欧州委員会の決定を支持する一方、当社への課徴金について企業間の算定基準の違いを理由に無効
とする旨の判決を受領しました。当社は、2011 年 9 月、この判決内容に当社の事実認識と異なる点
があることから欧州司法裁判所へ上訴しました。また、2012 年 6 月、欧州委員会から課徴金の
算定方法を見直した上で改めて、当社として7,481万 7千ユーロ(7,472百万円)及び株式会社東芝との
連帯責任として 465 万ユーロ(464 百万円)の課徴金納付を命じる旨の再決定通知を受領し、2012 年
9月、当社は、課徴金算定方法の見直し(減額)を求めて、欧州一般裁判所へ提訴しました。当社は、2013年
12 月、欧州司法裁判所より、欧州委員会の事実認識を支持する内容の判決を受領し、2016 年 1 月、
欧州一般裁判所より、欧州委員会の再決定における課徴金算定方法を支持する旨の判決を受領しました。 
当社は、2011 年 7 月より、欧州における自動車用部品の販売について、欧州委員会から競争法関連
の調査・質問を受け対応しておりましたが、2016 年 1 月、欧州委員会より同法違反に関して、1 億
1,092 万 9 千ユーロ(14,617 百万円)の課徴金納付を命じる決定通知を受領しました。また、米国に
おいては、自動車用部品の販売に関する独占禁止法違反に関連し、民事訴訟が提起されておりますが、
一部の製品購入者とは既に和解に合意し和解金を支払っております。 
米国自動車用部品等の競争法事案については、今後発生する可能性のある損失の見積額を競争法等

関連費用引当金として、当事業年度末において11,491 百万円計上しております。 

6 



  
９．関係会社に対する短期金銭債権 469,996 百万円 長期金銭債権  31,477 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 544,533 百万円 長期金銭債務  107,505 百万円 
１０．関係会社に対する売上高      1,407,592 百万円 

関係会社よりの仕入高       1,138,064 百万円 
関係会社との営業取引以外の取引高   23,079 百万円 

１１．当事業年度末の発行済株式 普通株式 2,147,201,551 株 
１２．当事業年度末における自己株式 普通株式 415,396 株 
１３．配当に関する事項 
(1)配当金支払額 

決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2015年 04月 28日 

取締役会決議 38,642 百万円 18円 00銭 2015年3月31日 2015 年 6月 2日

2015年 10月 29日 
取締役会決議 19,321 百万円 9円 00銭 2015年9月30日 2015年12月 2日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2016年 04月 28日 
取締役会決議 38,642 百万円 18円 00銭 2016年3月31日 2016 年 6月 2日

１４．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
繰延税金資産 退職給付引当金等 134,213 百万円 
繰延税金負債 退職給付信託設定益等 △49,799 百万円  
繰延税金資産の純額  84,413 百万円 
「地方税法等の一部を改正する等の法律(平成28年法律第13号)」及び「所得税法等の一部を改正する
法律(平成 28 年法律第 15 号)」が 2016 年 3 月に成立し、2016 年 4 月 1 日以降開始する事業年度
に適用される法人税率等が引き下げられました。これに伴い、当事業年度末において、2016 年 4 月
1 日以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の算定に適用する
法定実効税率を見直しております。見直し前の法定実効税率32.0%に対し、見直し後の法定実効税率
は、2016 年 4 月 1 日以降 2018 年 3 月 31 日までは 31.0%、2018 年 4 月 1 日以降は 30.5%で
あります。 
当事業年度において、上記の法定実効税率の変更に伴い繰延税金資産及び繰延税金負債の評価替えに
より法人税等調整額は 5,171 百万円増加しております。 

１５．関連当事者との取引 

属性 会社名 議決権等の
所有割合 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 三菱電機
ヨーロッパ社 直接 100%

当社の製品を
販売している｡

当社製品の
販売(注) 173,924 売掛金 71,821 

子会社 
三菱電機
住環境 
システムズ 
株式会社

直接 73% 
間接 27% 

当社住宅設備
機器及び家庭
電 気 機 器 を
販売している｡

当社製品の
販売(注) 188,022 売掛金 47,191 

子会社 
三菱電機 

オートモーティブ・
アメリカ社 

間接 100%
当社より部品を
購入し、自動車
機器を製造及び
販売している。

当社製品の
製造・販売
(注) 

152,882 売掛金 46,066 

(注)当社製品の販売については、価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上決定しております。 
１６．１株当たり純資産額  451 円 93銭 

１株当たり当期純利益  76 円 31銭 
１７．減損損失 3,544 百万円は、有形固定資産等の減損によるものであります。 

 
以上 
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